
資料3  

（第3回 救急医療の今後のあり方に関する検討会）  

救急搬送の現状  

○ 年間救急搬送人員数 4、895、328人  

○ 人口1万人あたり（全国）383件数（出動件数）  

・大阪府 565．6件  

・福井県 285．5件  

○ 一目あたり搬送人員数  

・東京都  

・鳥取県  

13、411人  

1、738人  

57人  

■ 平均（単純に47で割り算したもの）285人   

「救急・救助の現況」（総務省消防庁）  



救急出動件数及び搬送人員の推移  5．500．000  
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「救急・救助の現況」（総務省消防庁）  



10年間の救急搬送人員の変化（重症度別）  
（万人）  
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重症  全体  軽症  中等症  

全体  軽症   中等症   重症（死亡も含む）   

平成8年   324．7万人  162．8万人   113．4万人   48万人  

164．8万人増  91．8万人増   66．5万人増   6．1万人増  

（＋51％）  （＋56％）   （＋59％）   （＋13％）   

平成18年   489．5万人  254．6万人   179．9万人   54．1万人   

「救急・救助の現況」（総務省消防庁）のデータを基に分析したもの   



10年間の救急搬送人員の変化（年齢別）  
（万人）  
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全体  ′ト児  成人  

成人   
全体   

小児  高齢者  

（18歳未満）   （18歳～64歳）   （65歳以上）   

平成8年   324．7万人   39．3万人  179．1万人   105．9万人  

164．8万人増   10．1万人増   40万人増   114．8万人増  

（＋51％）   （＋26％）   （＋22％）   （＋108％）   

平成18年   489．5万人   49．4万人   219．1万人   220．7万人   

「救急t救助の現況」（総務省消防庁）のデータを基に分析したもの   



10年間の救急搬送人員の変化  
（年齢別の人口との比較）  

救急搬送の変化  人口の変化  
（万人）  
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全体  小児  成人   高齢者  全体   ／！ヽ児  成人   高齢者  

小児  成人  高齢者  

（18歳未満）  （18歳～64歳）  （65歳以上）   

平成8年   39．3万人   2496万人   179．1万人   8221万人   105．9万人   1826万人  

10．1万人増   362万人減   40万人増   194万人減   114．8万人増   741万人増  

（＋26％）   （一15％）   （＋22％）   （－2％）   （＋108％）   （＋40％）   

平成18年   49．4万人   2134万人   219．1万人   8027万人   220．7万人   2567万人   

「救急・救助の現況」（総務省消防庁）のデータを基に分析したもの  
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10年間の救急搬送人員の変化（年齢・重症度別）  

‖‾成人＿  

（万人）  （万人）  （万人）   
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軽症  中等症  重症  中等症  重症  軽症  中等症  重症  

平成18年中  
平成8年中  

全体   
小児   成人   高齢者  

（18歳未満）   （18歳～64歳）   （65歳以上）   

1．6万人   15，5万人   37．2万人  

重症  0．6万人減   2．8万人減   9．7万人増  

－27％   －15％   ＋35％   

10．2万人   65．2万人   104．4万人  

中等症  1．7万人増   8．0万人増   56．8万人増  

＋19％   ＋14％   ＋119％   

37．8万人   138．1万人   78．8万人  

軽症  9．4万人増   34．5万人増   48．0万人  

＋33％   ＋33％   ＋156％  

全体   小児   成人   高齢者   

重症   2．2万人   18．3万人   27．5万人   

中等症   8．7万人   57．2万人   47．6万人   

軽症   28．4万人  103．6万人  30．8万人   

「救急・救助の現況」（総務省消防庁）のデータを基に分析したもの  



10年間の救急搬送人員の変化（年齢・病傷別）  

（万人）  
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外傷全体  小児  成人   高齢者  急病全体  小児  成人   高齢者  

平成18年中  平成8年中  

全体  
小児   成人   高齢者  

（18歳未満）   （18歳～64歳）   （65歳以上）   

293．0万人  23．0万人   121．6万人  148．5万人  

急病  121．8万人増    7．9万人増  35．5万人増  78．5万人増  

＋71％  ＋52％   ＋41％   ＋112％   

196．2万人  26．4万人   97．6万人   72．2万人  

外傷等             42．7万人増    2．1万人増   4．4万人増  36．3万人増  

＋28％  ＋9％   ＋5％   ＋101％  

全体   小児   成人   高齢者   

急病   171．2万    15．1万人  86．1万人  70．0万人   
人  

外傷等   153．5万    24．3万人  93．2万人  35．9万人   
人  

「救急・救助の現況」（総務省消防庁）のデータを基に分析したもの  



資料4 新しい救命救急センターの充実段階評価（案）  

求められる機能：番号  設問  i実数等喜点数さ  配点基準（壬前調香妄紘壬黄て夏用饗）  厚生剰                          喜 備考設閻の貴族や一言羞の定義右上り明確にする箋のトめにヤー・t±コ ）さ 新旧対照喜 変更瑚設の背景   

l  

一般の救命救急センター  l遠方まで別の施設のないセンター（※）l  

専従医とは、救命救急センターに搬送等された患者への診按を業務の中心とする！  

l  専従医師数  

lll     一  

F：≡会㌫壬≡工詰  
常勤の医師である。（大学院生など常勤でない者や研修医は含まない。）一般外来  

・7人以上：＋3点   ・3人以上：＋3点  師は含まない。   

2  1にしめる救急科専門医数  人    ・7人以上：＋5点   ・4人以上：＋5点  
・5人以上：＋4点   ・2人以上ニ＋4点  

救急科専門医とは、日本救急医学会の認定するもの。（指導医も含む）   

診療や一般病棟など他の診療部門や他の病棟での診療等が業務の中心である医   基準の変更  厚生労働科学研究  
基準の変更  厚生労働科学研究  

3  休日及び夜間帯におけるセン   ・4人以上：十3点   ・2人以上：＋3点  休日及び夜間における救命救急センターに搬送等された患者への診療を業房の中   
ターの医師数  ・2人以上：＋1点  ・1人以上：十1点  医師は含まない。  基準の変更  厚生労働科学研究．  

4  救命救急センター長の要件  ・1の専従医であり、かつ救急医学会指導医である：＋4点   センター長が、実際に救命救急センターにおける業掛こ日常的に関与し、疑任をも  基準の変更  厚生労働科学研究  
・センター専従医である。二＋2点   つ者■でない場合は、†それ以外」を・選択すること。  

5  医師業務作業補助者の有無  ■24時間常時、救命救急センター専従で確保されている。：＋3点  診療報酬上の「医師事務作業補助体制加算」の算定が可能である病院が配点の前 i是 

・救命救急センターに専従で確保されている。二＋2点  。 （病院勤務医負担の軽減）  

・転院・転棟等の院内外の連携を推進する調整員を救ロ、・急センターに専従で配置して   ここで言う「調整具」とは、救命救急センターに搬送等される患者の病態が一般病棟   
転院■転梯の調整貞の配置  いる。：＋2点   新設  平成19年7月20日「救急医 療の連携優に係る指針」           や他院での加療が可能な状掛こなった場合に、その患者の転棟や転院等に係る調  

整を行うことを専らの業務とする者をいう。  棉  

入院台帳の整理等  
・救命救急センターで診療を行った患者の診療台帳を整備せず、またく・ま、その台帳を適  救命致急センターで診療を実施した全ての重症患者の診療台帳を電子的な方法で  基準の変更          切に管理する者を定めていない 

。：－5点  整備し、その管理者を選定し、台帳を適切に管理することが求められる。  

診療登録制度への参加と自己  ■救命救急医療に係わる疾病別の診療登録制度へ参加し、自己評価を行っている。こ＋3  
評価  占  登録制度のことであり、これまでのところ日本外傷データバンク登録がぎ亥当する。AIS  

3以上の外傷をすべて登録している場合に算定する。   

消防機関から搬送要請を受ける  平成19年12月10日通知「産  
9  行う体制になっている。：0点  基準の変更   科救急搬送受入休制の確保に  

・上記を満たさない。：一5点  ついて」で指摘  

か、いつでも院内にいる循環器医に相談できる体制になっている。：0点  オンコールは含まない。  新設  厚生労働科学研究  
・上記を満たさない：－5点   

皿  脳神経疾患への診療体制  
・循環器疾患を疑う傷病者が搬送された時に、常時院内の循環器医が、直接診察する    ここで言う「循環器医」には、内科系か外科系かを問わない。  
か、いつでも院内にいる脳神経医に相談できる体制になっている。：0点  ここで言う「脳神経医」には、内科系か外科系かを問わない。  

オンコールは含まない。   新設  厚生労働科学研究  
・上記を満たさない：－5点  ・専用の電話（ホットライン）があり、原則として最初から専従医が応答し受入可否の判断を  l H  ・脳神経疾患を疑う傷病者が搬送された時に、常時院内の脳神経医が、直接診察する  新設  厚生労働科学研究  

新設  自殺総合対策大綱  
10  

小児科医による診療体制  いつでも相談できる体制になっている。：＋2点  新設  厚生労働科学研究  
・平日日中のみ可能である。：0点  

平成19年12月10日通知  
新設   「産科救急搬送受入体制の確  

保について」  

ここでいう初療室に隣接したとは、初療重の最も使用するベッドの位置から、CTの ベ 
ッドまでの移動距離が30m以内であることを言う。   

精神科医による診療体制  産（婦人）科医による診療体制 cT・MR髄の体制i  

新設  検討会での指摘  

患者への診療や、院内の連携についての会読が半期鋸開催されていろ。十2点珊的な全卸開催が、網録等で碓那きる必要があるo  基華の変更－  

16  
一内で定め、院爛対策委員  救命センターにおける院内葱染 に関する一連の問題  

19   ∃ 新設   l厚生労働科学研究  

山L   



求められる機能溜号：  設問  ≡実数等：点数＝  配点基準（前章 和ま克て調整）  至情考きpの意味やき董の摘左し8 に のために請官低正予吉）ミ新旧メ   変更・新設の背景   

一般の救命救急センター  、遠方まで別の施設のないセンター（※）  

＝＝二＝∵ （病院勤務医負担の軽減）   

24休日及び鯛勤務の適性化 
悪霊諾 

十侶藁靂琴悪霊悪霊完等忘転意孟宗医緋蒜、従≡≡リ㌔   緊急医師確保対策  
（病院勤務医負担の軽減）  

一－－一 

l   川剛 
潤 

一基準の変  弓盲護憲露廃 
・ 

リコブタ一による睨めるD 紹   

血一 1笠墓戴姜 
平成19年12月10日通知  
「産科救急搬送受入体制の確  
保について」  

j妄㌫諾認諾禁‡て表意法案につき1回と数える。  

平成19年12月10日通知  

ぎ｛ 「産科救急搬送受入体制の確  
、。  f詣L 

保について」  川諾課瓢   

胚吏ヰ 
‖  

∫ 琵琶蓋蓋軍 
闘鉦 療の連携構築に係る指針J  

莞 平成19年12月10日通知  

保について」  

■ て  ∈（都道府県による評価） 、 ．1（消防機関による評価）什1蒜蒜ニニ云忘ニ2点】瀾機関のある脚 
致急医療の敏也㌘竺P‾の病院某省又状ill牒管実習受入人数。○以下かつ薬剤投与受入人数。。以下：－5点  ～36I臨床研修医の受入状況  

く美鮎踏まえて基i匡碩定）  
1         H  本部の長による評帆  n    巨    ＼   

※ 最寄りの救命救急センターまでに車両で60分以上を要し、所管人口が30万人未満の施設 （時間は、GISのテ一夕等を参照）  



資料4 新しい救命救急センターの充実段階評価（案）の別表  

重篤救急患者の基準  

救命救急センター入院患者の重篤の基準として以下のものを提示する。  

1つの症例で複数の項目に該当する場合はもっとも適切なもの1つのみを選択  

する。  

1．病院外心停止  

2．重症急性冠症候群  

病院前心拍再開例、外来での死亡確認例を含む  

切迫心筋梗塞、急性心筋梗塞または緊急冠動脈  

カテーテル施行例  

大動脈解離もしく大動脈癌破裂  

来院時JCSlOO以上または関頭術もしくは血管  

内手術施行例、あるいはtPA療法施行症例  

Max AISが3以上または緊急手術施行例  

Artzの基準による  

来院時JCSlOO以上または血液浄化法施行例  

緊急内視鏡施行例  

感染性S用Sで臓器不全、組織低濯流または低血  

圧を呈する例  

熱中症または偶発性低体温症で臓器不全を呈す  

る例  

ガス壊症、壊死性筋膜炎、破傷風等  

人工呼吸器管理症例（1－10を除く）  

人工呼吸器管理症例もしくはSwan－Ganzカテー  

テル、PCPSまたはIABP使用症例（1－10を除く）  

24時間以内に10単位以上の輸血必要例（1“10  

を除く）  

JCSlOO以上が24時間以上持続（1－10を除く）  

血祭交換または血液浄化療法施行例（1－10 を  

除く）  

血液浄化療法施行例（1“10を除く）  

重症月革炎、内分泌クリーゼ、溶血性尿毒症性症  

候群などで持続動注療法、血渠交換または手術  

療法を実施した症例（1－16を除く）  

3．重症大動脈疾患  

4．重症脳血管障害  

5．重症外傷  

6．重症熱傷  

7．重症急性中毒  

8．消化管出血  

9．重症敗血症  

10．重症体温異常  

11．特殊感染症  

12．重症呼吸不全  

13．重症急性心不全  

14．重症出血性ショック  

15．重症意識障害  

16．重篤な肝不全  

17．重篤な急性腎不全  

18．その他の重症病態  

【背景人口】  

救命救急センターの設置申請時の対象人口  万  

（複数の施設で対象人口を算定している場合は、その対象人口を施設数で割ったものとする。）   




